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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成25年7～9月期実績、平成25年10～12月期見通し） 

●具体化してきた債権法改正の動向～「契約について」その1 

●高速鉄道がもたらすビジネスチャンス拡大 
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道内景気は持ち直している。

需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が増加しているほか、乗用車販売台数が底堅く

推移するなど、明るい動きがみられる。住宅投資は持家の着工戸数が伸びている。公共投資

は、予算の拡大により前年を上回っている。輸出はアジアや大洋州、北米向けが増加してい

る。

生産活動は持ち直しの動きがみられる。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いている。企業倒産は負債金額が増加したが、件数は減少している。

%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア 

876543213/1121110912/8
-6.0

-4.0

-2.0

0.0

4.0

2.0

8.0

6.0

百貨店等販売額
（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

持家 貸家 給与 前年同月比（右目盛） 分譲 
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①大型小売店販売額～２か月ぶりに増加

８月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋２．０％）は、２か月ぶりに前年を上

回った。

百貨店（前年比＋１．３％）は、衣料品、身

の回り品、その他の品目で前年を上回った。

スーパー（同＋２．２％）は、飲食料品、身の

回り品、その他の品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．３％）

は、６か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～２か月ぶりに増加

８月の新設住宅着工戸数は、３，４８６戸（前

年比＋０．４％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同▲６．２％）は

減少したが、持家（同＋６．１％）、分譲（同

＋２２．１％）が増加した。

４～８月累計では、１６，３７５戸（前年比

＋１．９％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、貸家（同▲３．５％）、分譲

（同▲１５．１％）は減少しているが、持家（同

＋１４．２％）が増加している。

道内経済の動き
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%億円 

請負金額 前年同月比（右目盛） 
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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（資料：�北海道観光振興機構）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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貿易動向

（資料：函館税関）

③公共投資～４か月連続の増加

８月の公共工事請負金額は、１，０３６億円

（前年比＋７．６％）と４か月連続で前年を上

回った。

発注者別では、市町村（前年比▲２０．５％）

は前年を下回ったが、国（同＋３８．２％）、北

海道（同＋１０．０％）は前年を上回った。

４～８月累計では、請負金額６，２０６億円

（前年比＋２３．６％）と前年を上回った。

④来道客数～１８か月連続で前年を上回る

８月の来道客数は、１，４３１千人（前年比

＋３．３％）と１８か月連続で前年を上回った。

４～８月累計では５，４６７千人と前年を５．２％

上回った。

８月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ７．２％増加した。国内線（前年比＋６．５％）、

国際線（同＋１６．９％）ともに前年を上回っ

た。

⑤貿易動向～輸出、輸入とも９か月連続増加

８月の道内貿易額は、輸出が前年比１４．２％

増の３６５億円、輸入が同１８．６％増の１，６６０億円

となった。

輸出は魚介類・同調製品や鉱物性タール・

粗製薬品などが増加し、９か月連続で前年を

上回った。輸入は原油・粗油や電気機器など

が増加し、９か月連続で前年を上回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～持ち直しの動き

８月の鉱工業生産指数は１００．０（前月比

▲０．９％）と２か月ぶりに低下。前年比（原

指数）では＋０．２％と２か月連続で上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、一般機械工業、

鉄鋼業など５業種が上昇したが、石油・石炭

製品工業、金属製品工業、輸送機械工業など

１１業種が低下した。

⑦雇用情勢～持ち直しの動きが続く

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．７４倍となり、前月比で０．０４ポイント、前

年比では０．１８ポイント上昇した。前年比は４３

か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１２．４％の増加とな

り、４３か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋１２．２％）、サー

ビス業（同＋１６．０％）、建設業（同＋２４．４％）

などが増加した。

⑧倒産動向～件数は減少、負債総額は増加

９月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

▲３５．３％）、負債総額が４４億円（同＋２４．７％）

となった。件数は１１か月連続で減少、負債総

額は４か月ぶりに前年を上回った。

業種別では、サービス・他が６件、卸売業

が５件などとなった。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０８／本文　※柱に注意！／００１～００３　道内経済の動き  2013.10.18 18.02.18  Page 3 



＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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原油価格 
の高騰 

１．平成２５年７～９月期実績

前期に比べ、売上DI（プラス１９）は

１０ポイント、利益DI（プラス４）は７

ポイントそれぞれ上昇し、２２年ぶりの水

準に回復した（平成３年７～９月期：売

上DIプラス１９、利益DIプラス４）。

２．平成２５年１０～１２月期見通し

売上DI（プラス１６）は３ポイント、

利益DI（プラス２）は２ポイントそれ

ぞれ低下する見通しである。

原材料価格の上昇が懸念されるもの

の、売上DI・利益DIは、ともにプラス

水準が見込まれる。

定例調査

業況は２２年ぶりの水準に回復
第５０回 道内企業の経営動向調査

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１１月号
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第５０回定例調査
（２５年７～９月期実績、１０～１２月期見通し）
判断時点
平成２５年９月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３８ １００．０％
札幌市 １８５ ４２．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９０ ２０．５
道 南 ３９ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １３．０ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６７ １５．３ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６７６ ４３８ ６４．８％
製 造 業 １９３ １２２ ６３．２
食 料 品 ６７ ４０ ５９．７
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２０ ５８．８
鉄鋼・金属製品・機械 ５２ ３４ ６５．４
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２８ ７０．０
非 製 造 業 ４８３ ３１６ ６５．４
建 設 業 １１８ ９３ ７８．８
卸 売 業 ９６ ６１ ６３．５
小 売 業 ９７ ５６ ５７．７
運 輸 業 ５０ ３２ ６４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ １７ ５８．６
その他の非製造業 ９３ ５７ ６１．３

〈図表２〉業種別の要点

要 点（７～９月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２５年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

２５年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

全産業 製造業、非製造業とも持ち直す ９ １９ １６ △３ ４ ２

製造業 設備投資に関連した業種が好調 ２ １７ １２ △１ ７ △３

食料品 原料高、経費増加で水産加工業の不振
が続く △１２ △５ △８ △１７ △１５ △２３

木材・木製品 駆け込み需要が顕在化 ３３ ５５ ４５ ２０ ２０ ２５

鉄鋼・金属製品・機械 鉄鋼品や機械部品の受注が増加 ０ ３９ １６ ０ ４２ △３

非製造業 各業種で売上DIはプラス水準 １１ ２０ １７ △４ ３ ４

建設業 公共工事増加するも、人手不足感が強
まる ８ ２０ １８ △１ １０ ８

卸売業 機械器具卸、食品卸に明るさ １０ ２１ ２８ △８ ７ １５

小売業 利益率の低下に苦慮。燃料店の売上は
堅調 ２２ ４ ２ △３ △１６ △１３

運輸業 売上は堅調推移。燃料費増加から収益
は悪化 ２２ ３４ ２９ ３ △１３ ０

ホテル・旅館業 外国人観光客の増加などで好転 △１５ ２４ ６ △１５ ６ ０

調 査 要 項
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（５６％） ＋１ 製造業（７２％）、非製造業（５０％）とも１位。食料品製造業（８５％）
で高率。

�諸経費の増加（３５％） ＋１ 上昇、低下とも５業種ずつ。運輸業（５６％）、食料品製造業（４８％）
でコスト増加を懸念。

�人手不足（３４％） ＋８ 建設業（６９％）で１７ポイント増加し、人手不足感が一層強まる。

�過当競争（３３％） △８ 小売業（６２％）が依然として高率。建設業（４４％）、卸売業（３７％）
でもウェイト高い。

�売上不振（２６％） △９ 上昇は小売業（３５％）のみ。ホテル・旅館業（２９％）では２１ポイント
低下。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
５６
（５５）

①
７２
（７４）

①
８５
（７８）

①
７４
（８６）

①
５６
（６４）

①
７０
（６８）

①
５０
（４８）

②
５３
（４６）

①
５７
（６２）

②
５１
（４６）

①
６３
（７２）

①
５３
（４０）

２６
（２５）

�諸経費の増加
②
３５
（３４）

②
３８
（３７）

②
４８
（５０）

②
３７
（３３）

②
３１
（２１）

③
３３
（３６）

３４
（３３）

２４
（２３）

２８
（３２）

③
３５
（３９）

②
５６
（５８）

②
４１
（３５）

①
４０
（２７）

�人手不足
③
３４
（２６）

２５
（１７）

２０
（２０）

③
３２
（１９）

③
２５
（２１）

２６
（４）

③
３８
（２９）

①
６９
（５２）

１２
（１３）

１８
（１１）

③
４１
（３６）

③
２９
（１５）

②
３６
（２９）

�過当競争 ３３
（４１）

１６
（２２）

１０
（１８）

１１
（１９）

１９
（１８）

２６
（３６）

②
３９
（４８）

③
４４
（６０）

②
３７
（５２）

①
６２
（６１）

１３
（２５）

１８
（３０）

③
３３
（３６）

�売上不振 ２６
（３５）

③
３１
（４２）

③
３５
（３８）

２１
（２９）

１９
（３６）

②
４４
（６８）

２５
（３２）

２５
（３７）

２８
（４２）

③
３５
（２０）

９
（１９）
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（２５）
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（２０）
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（１６）
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（１５）
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（１２）
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（１０）

２１
（１９）
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（１８）

４
（４）
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（１６）
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（２３）

③
３０
（２５）

４
（５）

３
（１１）

６
（－）

９
（１３）
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５
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９
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７
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４
（６）

７
（５）

６
（２）

６
（１４）

６
（５）

６
（２）

�設備不足 ４
（５）

５
（４）

３
（３）

－
（５）

１３
（７）

４
（４）

３
（５）

２
（－）

－
（５）

４
（１１）

６
（６）

１８
（１５）

２
（４）

�代金回収悪化 ３
（４）

２
（４）

－
（－）

１１
（５）

－
（４）

－
（８）

４
（４）

１
（２）

１３
（１０）

６
（５）

－
（－）

－
（－）

－
（２）

その他 ４
（４）

３
（３）

３
（３）

５
（－）

３
（７）

４
（－）

４
（４）

１
（３）

３
（－）

４
（５）

３
（３）

－
（１０）

９
（５）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２４年
１０～１２

２５年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２４年
１０～１２

２５年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２４年
１０～１２

２５年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 １ △１ ９ １９ １６ △７ △１０ △３ ４ ２ ３２ ３０ ３４ ３４ ２９（３０）

札幌市 １ ６ １６ ２０ ２２ △３ △５ △３ ５ ７ ３５ ３３ ３６ ３５ ３１（２８）

道 央 １ △５ ８ １９ １４ △１ △１ １ △１０ △２ ３５ ３３ ３６ ３８ ３０（２９）

道 南 １２ ６ △１１ ３ ３ △２２ △１５ △１４ ３ △５ ２５ ２６ ２５ ３３ ２６（４３）

道 北 ０ △１１ ３ ３５ １６ △５ △２２ ３ １９ ５ ３２ ２５ ３６ ３２ ３２（３３）

道 東 △９ △９ ６ １５ ８ △２４ △２２ △１１ ９ △３ ２５ ２５ ３２ ２７ ２０（３０）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、売上DIおよび利益DIはバブル経済崩壊以降で最も高い水準となりまし

た。公共工事の増加や消費税引き上げ前の駆け込み需要が顕在化し、建設業を始め幅広い業

種で業況が改善しています。一方で、原材料価格の上昇や人員不足に苦慮する声が増えてき

ています。消費税引き上げ後の需要減少への懸念も強く、企業では事業計画や販売企画の更

新をこまめに行うなど、経営環境の変化に慎重に対応しようとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 原材料費や燃料費の増加に

対応して値上げしたため、販売数量が減少し

ている。減少分を取り戻すには相応の時間を

かけて対策を打たなければならず、その間は

経費と設備投資額を圧縮する。

＜食品製造業＞ 設備更新は経費削減によっ

て遅れ気味であるものの、長期的な視野で計

画的に行っていく。

＜製粉業＞ 原材料価格が上昇しているが販

売価格への転嫁は不十分。販売チャネルの多

様化と更なるコストダウン、新製品の投入を

推進していく。

＜製菓業＞ 海外からの観光客増加を背景に

売上は堅調に推移しているが、全般的に経費

が増加しており、利益には結びついていな

い。

＜乳製品製造業＞ TPP交渉がどのように決

着するかにより、中小乳業メーカーの進む方

向は大きく変化せざるを得なくなる可能性が

あり、難しい時期にある。

＜製材業＞ 消費税引上げに伴う駆け込み需

要により大幅な増収。今のうちに社内体制の

強化を行い、売上の反動減に備えたい。

＜製材業＞ 仕入価格上昇のため販売価格を

引き上げているが、値上がり分をすべて転嫁

することは難しく、利益率が悪化している。

今後も建築工事の需要は見込んでいるが、職

人不足のため工事が進まず、工程が相当遅れ

ている現場が多数ある。

＜金属製品製造業＞ ゼネコンの人手不足に

より受注がなかなか確定しない。ここに来て

原材料価格が上がり始めており、納入時には

かなりのコスト増加となって利益が食われて

しまう。

＜金属製品製造業＞ 農業に対する助成金増

加と消費税引き上げ前の駆け込み需要等の要

因により機械設備への投資額が増えており、

部品の売上高が増加している。

＜輸送用機械製造業＞ 人手不足が大きな足

枷となっている。求人情報誌への掲載や派遣

会社の数を増やすなどの方策を講じている

が、成果に乏しい。やむを得ず残業を増やし

て受注増加に対応しているが限界がある。

＜製本業＞ 限られたパイの奪い合いが続い

ている。自社の強みを生かした高付加価値商

品を前面にアピールしていくことが重要。

経営のポイント

急がれる消費税引き上げ後の経営計画
〈企業の生の声〉
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＜肥料製造業＞ 原材料の一部に輸入品を使

用しているため円安は原価上昇につながる。

また、製造設備の老朽化が進み、生産能力に

影響を与えていることから、計画的に設備投

資を実施していく必要がある。

＜印刷業＞ 印刷用紙の値上げや電気料金の

値上げ等、先行きが厳しい状況が予想され、

営業戦略の徹底と従業員教育の強化に注力す

る。

＜建設業＞ 土木、建築とも受注順調である

ものの、業界の過当競争体質は変わらず、震

災復興の影響による技術者不足や資材の値上

がり傾向から、収益環境は今後も厳しいもの

と予想される。

＜建設業＞ 技術者不足により入札を辞退せ

ざるを得ない場合がある。受注した工事も人

手や重機が不足している状態で、同様の話が

他社からも聞こえてくる。公共工事の発注時

期をずらすなど、円滑な施工ができる環境で

あってほしい。

＜内装工事業＞ 職人不足が深刻化してお

り、外国人や季節労働者の雇用を進める。公

共工事増加や消費税引き上げ前の駆け込み需

要から、しばらくの間は業況が良好になりそ

うだが、その後急激に悪化する懸念があり、

事業計画書を短い周期で確認、是正、更新し

て対応する。

＜住宅リフォーム＞ 消費税引き上げ後は売

上、利益の減少が予想され、販路拡大のため

の業務提携などの対策を講じる必要がある。

＜機械器具設置工事業＞ 農業関係が主力の

ため、TPP交渉の内容が懸念事項。無理な投

資は控えて人材の育成等に努める。

＜農産物卸売業＞ 消費税の引き上げで需要

が落ち込むことが予想され、対策を至急立て

ることが重要。高品質やこだわりをPRし、

高価格でも買う層をターゲットに商品選定や

販売先を拡大していきたい。

＜産業用機械器具卸売業＞ 消費税引き上げ

を睨んだ駆け込みの設備投資が見受けられ

る。その反動減と材料価格上昇が懸念材料で

あるが、価格転嫁を行うなど粗利益を改善し

て乗り切る。

＜建材卸売業＞ 景気の上向き感と消費税引

き上げ前の駆け込み需要で建設業界は多忙で

あるが、資材価格の上昇や人手不足により工

事原価や経費が上昇しており、慎重な経営が

望まれる。

＜靴卸売業＞ 円安が続いていることもあ

り、国内調達品を増やすことで売上を確保し

ている。引き続き、新規開拓を行って新たな

需要を掘り起こすと同時に、高付加価値な商

品開発に注力する。

＜作業用品卸売業＞ 円安の影響によって仕

入れコストが上昇しており、その価格転嫁が

課題であるが、環境は厳しく今はやせ我慢の

状況。独自の新商品により新市場開拓に積極

的に取組む。

経営のポイント
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＜紙製品卸売業＞ 海外相場に影響を受けて

卸売価格が大幅に上昇し売上増加に寄与し

た。ただし、仕入価格もスライドして上昇し

ている。

＜大型小売店＞ 経費削減策が頭打ちにある

中で、商品調達コストや電気料金の上昇、消

費税引き上げによる個人消費の冷え込み懸念

など、厳しい経営環境になることが予想され

る。売場のリニューアルや販売企画の更新等

により、顧客年齢層や顧客シェアを拡大して

収益の確保を図っていく。

＜家具小売店＞ 売上高は悪くないものの一

時期の勢いが無くなり停滞感を感じる。消費

税引き上げに備え、販売計画の立案や商品構

成の見直しを進めていく。

＜眼鏡店＞ 道外業者の進出で更に競争が激

化しており、単価低下傾向が続いている。特

徴ある商品開発が今後の課題になる。

＜燃料店＞ 原油価格の上昇で売上高は増加

するが、同業他社との競合や消費者心理から

値上げは難しく、利益の縮小が予想される。

新規顧客獲得キャンペーンなどを継続し、顧

客との接点を増加させる中で、ニーズを掘り

起こしていく。

＜自動車小売業＞ 最近は小型で燃費性能の

高い車が人気で、軽自動車が好調に推移する

一方、客単価の低下も顕著。二輪車市場は消

費者のニーズを捉えた新商品の投入などで、

需要の減少は下げ止まり傾向にある。

＜運輸業＞ 新幹線やメガソーラー基地建設

に係る工事が活発なため、資材や機材の輸送

量は増加しているが、減車や人員削減によっ

て輸送力は足りない状況。輸送条件の悪い荷

主に対しては、撤退も視野に入れて改善交渉

をしていく。

＜生コン輸送業＞ 売上高は昨年と同様だ

が、軽油単価が上昇しており利益を削ってい

る。当面はエコドライブ等で燃料費削減を図

る。

＜リネンサプライ＞ 円安による資材の値上

がり傾向が続くと思われることや、最低賃金

の上昇によって人件費が増加することが見込

まれ、コスト削減に向けた企業努力がより一

層求められる。

＜廃棄物処理業＞ 円安効果も手伝いスク

ラップ価格が上昇傾向で収益確保には追い風

だが、相場に左右されるリスクがあり、産業

廃棄物処理や家電リサイクル等の比較的安定

した部門にも注力する。

＜ソフトウェア開発＞ 業界では技術者不足

が一番の問題点。積極的に自社商品開発への

投資を実施していきたい。

経営のポイント
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物価がゆるやかに上昇している。８月の消費者物価指数（北海道～生鮮食品を除く総合）は

１０１．２（前年比＋１．３％）と４か月連続で前年を上回り、企業物価指数（全国～総平均）は１０２．４

（同＋２．３％）と５か月連続で前年を上回っている。

今後も物価上昇が続くとすれば、一般的には実質成長率は名目成長率を下回ると考えられる

が、８月２２日に当行が発表した『平成２５年度北海道経済の見通し＜改訂＞』（「調査レポート１０月

号 No.２０７」 http : //www.hokuyobank.co.jp/report/2013/No207.pdf ４ページ）では、「名実逆

転」１は解消されないとみている。需要項目別にみると、全項目で実質成長率が名目成長率を下回

るものの、全体では実質成長率１．９％、名目成長率１．１％と予測している。本稿では、物価が上昇

するにもかかわらず、名実逆転が解消しない理由について解説したい。

まずはGDP２についてであるが、以下の算式で表わすことができる。

GDP＝C（消費）＋I（投資）＋G（政府支出）＋EX（輸出）－IM（輸入）

このうち、IM３は控除項目であるため、IMの増加はGDPの減少要因となり、IMの減少はGDPの増

加要因となる。

次に、現在の物価上昇をみると、昨秋以降

の円安を主要因としている（資料１）。円安

による輸入物価の上昇が大きく先行している

が、全体には充分に波及していない。すなわ

ち、多くの業種では、価格転嫁が十分に出来

ていないことが窺われる。このように物価上

昇が一様ではなく、輸入物価のみが著しく上

昇する場合、IMの実質値が大きく減少し、

実質GDPは名目GDPを上回るのである（資料

２）。厳密には、成長率は前

年度の数値にもよるが、輸入

物価の上昇がGDPデフレー

ターの下落要因となっている

ことは理解いただけよう。

したがって、消費者物価の

上昇だけをみても、道内経済

がデフレ脱却に近づいている

か否かは、判断できないので

ある。（�橋美樹）

A B

名目値
実質値

（名目値÷
デフレーター）

デフレー
ター（※） 名目値

実質値
（名目値÷
デフレーター）

デフレー
ター（※）

C ２００ １９８ １０１．０ ２００ １９８ １０１．０

I １００ ９９ １０１．０ １００ ９９ １０１．０

G １００ ９９ １０１．０ １００ ９９ １０１．０

EX １００ ９９ １０１．０ １００ ９９ １０１．０

IM（控除項目） ２００ １９８ １０１．０ ２００ １８２ １１０．０

GDP ３００ ２９７ １０１．０ ３００ ３１３ ９５．８

コラム

物価が上昇しても、名実逆転が解消しない理由

【資料１】主な物価指数と円相場の推移

【資料２】物価上昇が一様な場合（Ａ）と輸入物価上昇が著しい場合（Ｂ）の比較

※デフレーターは物価指数の一種

１実質経済成長率が名目経済成長率を上回る状態を言い、経済がデフレ状態にあることを示している。
２北海道では、道内総生産。
３北海道では、移輸入。
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民法のうちの「債権」に関する定め、いわゆる「債権法」の改正内容が、具体的に展望できる

段階に入ってきました。

民法は、明治２９年の施行以来、現憲法の下での親族法や相続法にかかる大きな改正が行われた

ほかは、小規模な部分的改正、表記の平仮名化、口語体化が実施されているものの、それ以外の

抜本的な改正は見送られてきました。そのなかで、民法第１編「総則」の債権に係る箇所と民法

第３編「債権」を全面的に見直す機運が生まれ、２００６年（平成１８年）１０月、民法学者有志を中心

とした「民法（債権法）改正検討委員会」が発足、２年半の活動の成果として２００９年４月に「債

権法改正の基本方針」（以下、「基本方針」という）が公表されました。以前、本誌No．１５３（２００９

年４月号）に掲載した拙稿「債権法改正の動き」は、この「基本方針」の原案を「消滅時効」な

どを中心に紹介したものです。

他方で、このような民間の動きを受け、２００９年（平成２１年）１０月、民法（債権法）の規定見直

しにかかる法務大臣による法制審議会への諮問が行われ、同審議会民法（債権関係）部会におい

て活動が開始されました。その後、２０１１年４月に「中間的な論点整理」が取りまとめられてパブ

リック・コメントに付され、その後、審議会での２年近くの検討を経て、２０１３年（平成２５年）２

月に「民法（債権関係）の改正に関する中間試案」（以下、単に「中間試案」という）が取りまと

められ、公表されました。この中間試案は再びパブリック・コメントに付され、今年６月に意見

募集が締め切られています。法務省は、今後２０１４年７月までに法改正の要綱原案を取りまとめ、

２０１５年（平成２７年）２月に予定される法制審議会総会で要綱および条文案を決定する意向です。

法案は、その後の閣議決定を経て国会へ提出の運びとなります。

以上のように、法改正実現までには今後さらに４年程度を要するとみられますが、債権法改正

のポイントと方向はかなり絞られてきましたので、今回から２回に亘って、日常の商取引と関係

の深い「契約」の総則部分の内容を中間試案に沿って紹介してみようと思います。今回は、「基

本原則等」「交渉段階」「成立」「解釈」に係る部分です。

◆契約に関する基本原則等（中間試案：第２６）

現在の民法における「契約」は、第３編債権の第２章に規定されており、第１節総則（成立、

効力、解除）と、第２節以下の契約各論で構成されており、契約各論には、贈与、売買、消費貸

借、雇用など１３種類の契約類型が規定されています。

しかし、契約の基本原則などについての規定はありません。中間試案はこの点につき、「契約

内容の自由」「付随義務及び保護義務」「信義則等の適用に当たっての考慮要素」等の規定を新たに

経営のアドバイス

具体化してきた債権法改正の動向
～「契約について」その１

金融財政事情研究会出版部 嘱託
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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設ける方向を示しています。

１．契約内容の自由

「契約の当事者は、法令の制限内において、自由に契約の内容を決定することができるものと

する。」との規定を設ける。

２．履行請求権の限界事由が契約成立時に生じていた場合の契約の効力

「契約は、それに基づく債権の履行請求権の限界事由が契約の成立の時点で既に生じていたこ

とによっては、その効力を妨げられないものとする。」との規定を設ける。

→前記「基本方針」において、「契約上の債務の履行が契約締結時点で既に不可能であった場

合、その他履行をすることが契約の趣旨に照らして債務者に合理的に期待できなかった場合も、

その契約は、反対の合意が存在しない限り、有効である。」とされた内容と同旨であり、原始的

不能の契約を常に無効とする考え方を排除するものです。ただし異論もあり、このような規定を

設けないとする考え方があります。

３．付随契約及び保護義務

� 「契約の当事者は、当該契約において明示又は黙示に合意されていない場合であっても、相
手方が当該契約によって得ようとした利益を得ることができるよう、当該契約の趣旨に照らし

て必要と認める行為をしなければならないものとする。」との規定を設ける。

� 「契約の当事者は、当該契約において明示又は黙示に合意されていない場合であっても、当
該契約の締結又は当該契約に基づく債権の行使若しくは債務の履行に当たり、相手方の生命、

身体、財産その他の利益を害しないために、当該契約の趣旨に照らして必要と認める行為をし

なければならないものとする。」との規定を設ける。

→ただし、これらの規定を設けることに反対する考え方もあります。

４．信義則等の適用に当たっての考慮要素

「＜消費者と事業者との間で締結される契約（消費者契約）のほか、＞情報の質及び量並びに

交渉力の格差がある当事者間で締結される契約に関しては、民法第１条第２項及び第３項その他

の規定の適用に当たって、その格差の存在を考慮しなければならないものとする。」との規定を

設ける。

→権利行使及び義務履行に係る信義則（民法第１条第２項）及び権利の濫用禁止（同条第３

項）等の規定の適用に際して、情報や交渉力格差のある当事者への配慮を求める、いわゆる消費

者保護の規定化ですが、「基本方針」等で数多く掲げられていた提案は大きく整理されていま

す。この項目については、規定を設けること自体に反対する考え方や、文中の＜ ＞部分の例示

を設けることに反対する考え方があります。
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◆契約交渉段階（中間試案：第２７）

１．契約締結の自由と契約交渉の不当破棄

「契約を締結するための交渉の当事者の一方は、契約が成立しなかった場合であっても、これ

によって相手方に生じた損害を賠償する責任を負わないものとする。ただし、相手方が契約の成

立が確実であると信じ、かつ、契約の性質、当事者の知識及び経験、交渉の進捗状況その他交渉

に関する一切の事情に照らしてそのように信ずることが相当であると認められる場合において、

その当事者の一方が、正当の理由なく契約の成立を妨げたときは、その当事者の一方は、これに

よって相手方に生じた損害を賠償する責任を負うものとする。」との規定を設ける。

→たとえば、金融機関の融資予約の不履行等が想定される規定です。この規定を設けないとす

る考え方もあります。

２．契約締結過程における情報提供義務

「契約の当事者の一方がある情報を契約締結前に知らずに当該契約を締結したために損害を受

けた場合であっても、相手方は、その損害を賠償する責任を負わないものとする。ただし、次の

いずれにも該当する場合には、相手方は、その損害を賠償しなければならないものとする。

� 相手方が当該情報を契約締結前に知り、又は知ることができたこと。

� その当事者の一方が当該情報を契約締結前に知っていれば当該契約を締結せず、又はその内

容では当該契約を締結したかったと認められ、かつ、それを相手方が知ることができたこと。

� 契約の性質、当事者の知識及び経験、契約を締結する目的、契約交渉の経緯その他当該契約

に関する一切の事情に照らし、その当事者の一方が自ら当該情報を入手することを期待するこ

とができないこと。

� その内容で当該契約を締結したことによって生ずる不利益をその当事者の一方に負担させる

ことが、上記�の事情に照らして相当でないこと。」
との規定を設ける。

→このような規定を設けないとする考え方もあります。

◆契約の成立（中間試案：第２８）

１．申込みと承諾

� 「契約の申込みに対して、相手方がこれを承諾したときは、契約が成立するものとする。」と
の規定を設ける。

� 「上記�の申込みは、それに対する承諾があった場合に契約を成立させるのに足りる程度
に、契約の内容を示したものであることを要するものとする。」との規定を設ける。

→現民法には契約の成立要件の規定がないので、それを明文化するものです。また、申込みは

その承諾により契約を成立させる意思表示であることから、契約申込みの内容はそれに足りるも

のでなければならないとの規定が盛り込まれる予定です。
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２．承諾の期間の定めがある申込み（民法５２１条１項、５２２条関係）

� 民法第５２１条第１項の規律を改め、承諾の期間を定めてした契約の申込みは、申込者が反対

の意思を表示した場合を除き、撤回することができないものとする。

� 民法第５２２条（承諾通知の延着規定）を削除する。

→現行規定では、承諾の期間を定めてした契約の申込みは撤回することができないとされてい

ますが、�は、申込者が撤回の可能性を留保しているなどの意思表示をした場合は撤回が可能と
するものです。なお、現行法第５２１条第２項（前項の承諾期間内に承諾の意思表示を受けなかっ

たとき当該申込みは失効する、との規定）は、維持されます。

�については、現行法が、隔地者間の契約の承諾につき発信主義を採用しているところを、中
間試案では、承諾通知についても発信主義を改めて、意思表示に関する一般原則と定める到達主

義を採用することに伴い（民法第９７条第１項）、存在意義を失う民法第５２２条を削除するもので

す。

３．承諾の期間の定めのない申込み（民法５２４条関係）

民法第５２４条の規律を次のように改めるものとする。

� 承諾の期間を定めないでした申込みは、申込者が承諾の通知を受けるのに相当な期間を経過

するまでは、撤回することができないものとする。ただし、申込者が反対の意思を表示したと

きは、その期間内であっても撤回することができるものとする。

� 上記�の申込みは、申込みの相手方が承諾をすることはないと合理的に考えられる期間が経
過したときは、効力を失うものとする。

→�は、現行規定に、「申込者が反対の意思表示をした場合」の申込者による撤回容認規定を
加えたものであり、�は、相手方が積極的に承諾の意思表示をしない場合の申込みの失効規定を
新設するものです。これに対して、現行の５２４条の規律を維持するという考え方もあります。

４．対話者間における申込み

� 対話者間における申込みは、対話が終了するまでの間は、いつでも撤回することができるも

のとする。

� 対話者間における承諾期間の定めのない申込みは、対話が終了するまでの間に承諾しなかっ

たときは、効力を失うものとする。ただし、申込者がこれと異なる意思を表示したときは、そ

の意思に従うものとする。

→現行法には対話者間における申込みの規定がないため、新設するものです。いずれも、これ

までの判例及び多数説の見解に則した内容となっています。

５．申込者及び承諾者の死亡等（民法５２５条関係）

民法第５２５条の規律を次のように改めるものとする。

� 申込者が申込みの通知を発した後に死亡し、意思能力を喪失した常況にある者となり、又は
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行為能力の制限を受けた場合において、相手方が承諾の通知を発するまでにその事実を知った

ときは、その申込みは、効力を有しないものとする。ただし、申込者が反対の意思を表示した

ときには、この限りでないものとする。

� 承諾者が承諾の通知を発した後に死亡し、意思能力を喪失した常況にある者となり、又は行

為能力の制限を受けた場合において、その承諾の通知が到達するまでに相手方がその事実を

知ったときは、その承諾は、効力を有しないものとする。ただし、承諾者が反対の意思を表示

したときには、この限りでないものとする。

→現民法第９７条第２項の適用除外規定として、申込者及び承諾者の死亡等があった場合の申込

み又は承諾通知の無効を規定するものです。現民法は申込者の死亡等についてのみ規定していま

すが、中間試案では承諾者についても同様の規定を置くこととしています。

６．契約の成立時期（民法５２６条１項、５２７条関係）

� 民法第５２６条第１項を削除するものとする。

� 民法第５２７条を削除するものとする。

→民法第９７条の規定に平仄を合わせて、契約の成立時期を承諾通知の到達時とすることによ

り、それと矛盾する前記２規定を削除するものです。

７．懸賞広告（民法５２９条から５３２条関係）

懸賞広告に関する民法第５２９条から第５３２条までの規律を基本的に維持した上で、次のように改

めるものとする。

� 民法第５２９条の規律に付け加えて、指定した行為をした者が懸賞広告を知らなかった場合で

あっても、懸賞広告者は、その行為をした者に対して報酬を与える義務を負うものとする。

� 懸賞広告の効力に関する次の規律を設けるものとする。

ア 懸賞広告者がその指定した行為をする期間を定めた場合において、当該期間内に指定した

行為が行われなかったときは、懸賞広告は、その効力を失うものとする。

イ 懸賞広告者がその指定した行為をする期間を定めなかった場合において、指定した行為が

行われることはないと合理的に考えられる期間が経過したときは、懸賞広告は、その効力を

失うものとする。

� 民法第５３０条の規律を次のように改めるものとする。

ア 懸賞広告者は、その指定した行為をする期間を定めた場合には、その懸賞広告を撤回する

ことができないものとする。ただし、懸賞広告者がこれと反対の意思を表示したときは、懸

賞広告を撤回することができるものとする。

イ 懸賞広告者は、その指定した行為をする期間を定めなかった場合には、その指定した行為

を完了する者がない間は、その懸賞広告を撤回することができるものとする。

ウ 懸賞広告の撤回は、前の広告と同一の方法によるほか、他の方法によってすることもでき

るものとする。ただし、他の方法によって撤回をした場合には、これを知った者に対しての
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み、その効力を有するものとする。

→ある行為をした者に一定の報酬を与える旨を広告した者を「懸賞広告者」といい、懸賞広告

者は当該行為をした者に対して報酬を与える義務を負います（民法第５２９条）。中間試案では、当

該行為者が懸賞広告を知らなかった場合でも、�により懸賞広告者がその報酬支払義務を負うこ
とを明確にしています。�は、懸賞広告が失効する場合の規定を新設するものです。�は、現
５３０条の規定の仕振りを変更するものです。現５３１条、５３２条は引き続き維持されます。

◆契約の解釈（中間試案：第２９）

Ⅰ 契約の内容について当事者が共通の理解をしていたときは、契約は、その理解に従って解釈

しなければならないものとする。

Ⅱ 契約の内容についての当事者の共通の理解が明らかでないときは、契約は、当事者が用いた

文言その他の表現の通常の意味のほか、当該契約に関する一切の事情を考慮して、当該契約の

当事者が合理的に考えれば理解したと認められる意味に従って解釈しなければならないものと

する。

Ⅲ 上記Ⅰ及びⅡによって確定することができない事項が残る場合において、当事者がそのこと

を知っていれば合意したと認められる内容を確定することができるときは、契約は、その内容

に従って解釈しなければならないものとする。

→契約の解釈について、現民法は明文の規定を設けていません。しかし、他の立法例等では基

本的な解釈準則を定めているものが多数であり、民法でも、少なくとも基本原則に相当するもの

は明文化すべきであるとの意見が多く、上記のような規定を設けることが試案に盛り込まれまし

た。これに対しては、契約の解釈に関する規定を設けないとする考え方や、上記Ⅲのような規定

のみを設けないとする考え方があります。

次回は、「契約の解除」「危険負担」「第三者のためにする契約」「事情変更の法理」「不安の抗弁

権」「継続的契約」の部分を紹介します。
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平成２５年４月から全国初の制度としてスタートした「北海道食品機能性表示

制度（愛称：ヘルシーDo）」の第１回の認定商品が８月２７日に発表されました。この制度は、機

能性のある商品に含まれている成分について、科学的な研究がなされた商品を認定するもので

す。今回は８社１２商品が認定を受け、各社より販売が開始されています。現在、国においても食

品表示規制の緩和に関する検討が進められている中で、北海道が先駆けて実施した制度であり、

全国の食品メーカーの関心も高く、今後、この制度を契機とした機能性食品市場の拡大が期待さ

れています。

インフォメーション

北海道食品機能性表示制度の第１回認定について
一般社団法人 北海道食産業総合振興機構
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ハルビン市 黒龍江省省都

946km
3時間半

397km
1時間半

長春市 吉林省省都

瀋陽市 遼寧省省都

大連市 　東北の窓口
（当行駐在員事務所所在）

大連と東北三省省都を結ぶ高速鉄道の開業
大連と瀋陽・長春・ハルビンの東北三省省都をつ

なぐ大動脈「哈大高速鉄道（新幹線）」が昨年１２月
に開通し、東北三省の重要な交通手段となっていま
す。時速３００kmの高速鉄道の開通により、大連－ハ
ルビン間（９４６km）は、これまでの９時間半から３
時間半へと、大幅な時間短縮が実現し、ハルビンへ
の「日帰り出張」も可能になりました。
高速鉄道は、大連始発が１日５０本（うち終点ハル

ビンまでは１８本）と本数も豊富で、時刻表を気にせ
ずに利用できます。加えて、一度に５５１人運ぶこと
ができ、まさに大量高速輸送機関です。

もはや中国東北地域の基幹交通手段に
大連－長春（７００km）・ハルビン間は、飛行機での
移動が一般的でしたが、高速鉄道を利用する人が増え、飛行機は１日２便から１便へと減便になりまし
た。大連－瀋陽間（３９７km）は、鉄道で４時間、高速バスで４時間半かかっていたものが、高速鉄道で
１時間半に短縮されました。その結果、バスの本数は１日２３本から１０本へと半減しました。
私も出張で高速鉄道をよく利用しますが、３０分毎の運行であっても、いつも大変混んでいます。乗車

一週間前には既に「全列車満席」のこともよくあります。
高速鉄道の開通により、人の移動がスムーズになり、東北三省の経済的な結び付きがますます強化さ

れるものと考えられます。

高速鉄道の経済効果
高速鉄道の開通により、中国東北地域の新たな市場開拓が可能となり、次のような経済波及効果が見

込まれます。
①移動時間の短縮による企業活動の利便性向上
日帰り出張エリアの拡大。大連を拠点にハルビンまで日帰り圏に。

②内陸部の経済発展が加速
人件費の安い内陸部への製造拠点の移転。
既存鉄道の輸送力余剰を貨物運送に転用することで、輸送力向上。

③商圏の拡大・東北三省の市場の一体化
省を越える巨大商圏が生まれ、人口１億１，０００万人の巨大マーケットに。

ビジネスチャンスの拡大
東北三省の対外窓口である大連市は、高速鉄道の開通により東北三省全体をカバーできる商業都市と

して注目を集めそうです。
輸出型製造業を中心とした従来型のビジネスモデルに加え、大連を基点とした国内市場に注目した新

たなビジネスモデルも検討できます。たとえばあるIT企業は、大連のIT企業に製品の売込の営業活動を
行う一方で、データ入力作業は人件費の安い内陸部で行うと
いったビジネスモデルを構築中です。
東北三省の大都市で唯一「貿易港」を有する大連は、高速鉄

道の開通により、日系企業進出拠点としての重要度をますます
増していくことでしょう。観光面においては、現在運休中の新
千歳－大連便の運航が再開すれば、大連のみならず高速鉄道を
利用し東北三省全体から、北海道へ中国人観光客を誘致できま
す。逆に、高速鉄道に乗って中国東北三省を周遊する観光ツ
アーを、北海道で販売することも可能です。高速鉄道の開通に
より、今後、北海道と東北三省との更なるビジネスチャンス拡
大が期待されます。

アジアニュース

高速鉄道がもたらすビジネスチャンス拡大

大連を起点に内陸へ伸びる高速鉄道

ハルビン駅に大連の不動産広告～商圏の広がりを実感
「高速鉄道の時代来たる ３時間で大連へ到着」

北洋銀行大連駐在員事務所 副所長

天野 吉隆
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海外の人たちにとって、北海道は「美しい自然」と並び、「安心・安全で美味しいスイーツの産地」
というイメージが強いようです。海外からの観光客の増加に加え、海外で店舗展開を行う菓子メーカー
が増え、ますます「北海道ブランド」のスイーツが注目を集めています。

【上海】
「たい焼き」や「抹茶専門カフェ」など、日本から多くのスイーツ店が進出しています。特に人気な

のがチーズケーキ専門店で、焼き上がりの時間には長蛇の列ができています。１ホール約６００円と手頃
な価格に加え、日系百貨店や人気ショッピングモールへの出店戦略、口コミで店の評判を広める販売戦
略も功を奏しています。
道内企業ではロイズが４店舗出店しており、価格は日本の約３倍ですが、高級品として販売されてい

ます。競争が激しい上海のスイーツ市場ですが、北海道ブランドは「美味しくて品質が良い」というイ
メージが定着しており、大きな優位性があると言えそうです。
【大連】
フルーツやチョコなどを派手にトッピングする香港や台湾のスイーツが人気です。写真が中国版ツ

イッター「微博」などにアップされ、瞬く間に人気が広がっていきます。
生クリーム、アイスクリームなど、スイーツには牛乳が多く使われますが、規制により日本からの輸

入は難しい状況にあります。しかし、原料は現地調達でも、日本人が作り出すほどよい甘さと口当たり
の良さを持った繊細な味は、中国でも十分に勝機があると思います。
大連では健康志向が高まっています。甘さを控えめにして、カロリー表示をするなどの工夫も、販売

促進につながると期待できます。
【バンコク】
タイの人は一回の食事量が少ない分、よく間食をします。デスクでお菓子を片手に仕事をする姿をよ

く目にします。シーロムロードの屋台ではマンゴー、ランブータンなどタイならではの種類豊富なフ
ルーツのほか、クレープやココナッツ味の焼きバナナなどが３０円～１５０円程度で売られています。屋台
以外では、ドーナッツなどのファーストフードやカフェでのケーキが人気です。
「北海道ブランド」の人気は非常に高く、現地のカフェでは、人気旅行先である富良野、札幌、函館

の地名がメニューに使われているほどです。しかし、生クリームにはコクがなく、味は北海道スイーツ
とは程遠いものでした。日本国内と同じ品質、味わいの商品を販売することが、人気の必須条件といえ
ます。
【シンガポール】
シンガポールの人は甘いものが大好きです。ショッピングモールでは、ケーキをはじめアイスクリー

ム、おやきなど様々なスイーツが売られており、歩きながら食べる光景も珍しくありません。
北海道からは、ロイズが５店舗を構えるほか、チーズオムレットなどが有名な函館のスナッフルス

が、今年９月に初の海外直営店をオープンさせました。事前のPRをしていないにも関わらず、多くの
人が列を作り購入していました。
「北海道の乳製品は美味しい」と評判で、物産展でも「北海道スイーツ」は数多く出品され、チーズ

ケーキやソフトクリーム、シュークリームなどが人気を博しています。ただし、北海道のものであれば
必ず売れるとは限りません。価格が高過ぎる商品は敬遠され、手軽に購入できる価格に設定することは
非常に重要だと思います。
【サハリン】
従来、バタークリームやフルーツの缶詰を使ったスイー

ツが主流でしたが、最近では生クリームや生のフルーツを
使ったものが増えてきており、欧州の製菓技術を学んだパ
ティシエが作るスイーツは甘さが控えめで洗練されていま
す。価格は１個約１５０円～３００円のものが多く、日本と大き
な違いはありません。
「北海道スイーツ」は知名度が高く、「高級菓子」との

位置付けです。お土産として持って行くと非常に喜ばれま
す。ただし、餅や小豆餡を使った和菓子はまだ普及してい
ません。現在サハリンにはロイズが進出しています。物流
コストが高いため価格は日本の２倍程度になっています
が、高級なイメージを活かした贈答用としてサハリンで受
け入れられています。

アジアニュース

「北海道」のブランド価値を活かしたスイーツの可能性

タイのカフェでのメニュー
「ほっかいどうアラカルト」
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４１２ ７１～１８８ ２４８ ２４１ １９６～２４１

牛乳 １リットル 現地産 １９９～４０７
３１

（２４３ml）
１２４

２４１
（８３０ml）

１５７～２６２

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１６～２１５ ２２～９４ １８６
８４

（アメリカ産）
３７

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １３７ ３６４
２７９

（１個）
７７

（１個）
１７３

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg １３０ ２２１ １４３ １９４ １２６

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９２ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ８７ １４９ ２７９ ２５３

カップラーメン １個 日本メーカー製 ７６ ９９ ２３３ １２４ －

ミネラルウォーター ５５０ml １９ ２０ ２１ １２０ ５１～１０５

コーラ ３３０ml コカコーラ ３１ ３１ ４３ ７７ ９９

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２５５ ２５５ ６２２ ３６５ －

タクシー初乗り ２２３ １２７ １０８ ２６４ ４５３～６０４

ガソリン １リットル レギュラー １１９ １２１ １０８ １７１ １００

トイレットペーパー １０巻 日本製
２１０

（現地製４巻）
４５３

４３５
（現地製）

５０９
３７４

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１８

（現地製）
７１

（現地製）
２９５ ２４７ １３２

洗濯洗剤 １kg 日本製
１９８

（現地製）
１９０

（現地製）
３７３ ２１３ １，０５７

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １５９ １５９ ２４８ ３１１ ３０２

電気料金 １kwh 住居用 ９ ７ ４６ ２０ １０

水道料金 １� 住居用 ２６ ４９ ３１ ９０ ９２

新聞 １部 一般紙 １５ １５ １５ ６９ ４８

バス 市内均一区間 ３１ １５～３１ ２４ ７７～１６３ ４５

地下鉄 初乗り ４７ － ６８ ８５～１８６ －

携帯

機種 iPhone５１６G ８４，４４９ ７３，２７０ ４６，６５０ ７６，８３６ ８３，０１９

基本料金／月 ７３４ ９２６ ２，４８８ ４，２１５ ７，５５０

通話料金／分 ３ ３ ２ １１ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動８７８～２，２３５９５８～１，１１７６２２～１，３９９ ８９４ ６０４～１，０５７

現地価格調査（２０１３年１０月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１３年９月３０日仲値
１中国元＝１５．９７円 １タイバーツ＝３．１１円 １シンガポールドル＝７７．７７円 １ロシアルーブル＝３．０２円
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９６．７ △６．６ ９１．４ △９．５ ９６．９ △６．０ ９１．５ △９．２ ９６．８ △１０．３ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．５ △２．０ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．４ △２．７

２４年４～６月 １０２．３ △１．０ ９９．１ △２．２ １０２．５ △０．６ ９８．８ △３．０ １０８．９ １．２ １１０．２ ０．５
７～９月 ９９．３ △２．９ ９５．９ △３．２ ９９．２ △３．２ ９４．６ △４．３ １０７．７ △１．１ １１２．２ １．８
１０～１２月 ９６．７ △２．６ ９４．１ △１．９ ９８．０ △１．２ ９３．４ △１．３ １０８．４ ０．６ １１０．４ △１．６

２５年１～３月 １００．８ ４．２ ９４．７ ０．６ １０２．３ ４．４ ９７．２ ４．１ １０５．８ △２．４ １０６．６ △３．４
４～６月 １００．３ △０．５ ９６．１ １．５ １００．２ △２．１ ９５．４ △１．９ １０７．１ １．２ １０７．０ ０．４

２４年 ８月 ９９．１ △２．３ ９６．１ △１．４ １００．０ △１．３ ９５．４ △０．１ １０７．９ △１．０ １１２．２ ０．４
９月 ９７．３ △１．８ ９４．０ △２．２ ９６．４ △３．６ ９３．０ △２．５ １０７．７ △０．２ １１２．２ ０．０
１０月 ９６．５ △０．８ ９４．３ ０．３ ９７．２ ０．８ ９３．３ ０．３ １０７．８ ０．１ １１２．２ ０．０
１１月 ９７．２ ０．７ ９３．４ △１．０ ９８．２ １．０ ９１．８ △１．６ １０７．９ ０．１ １１１．８ △０．４
１２月 ９６．５ △０．７ ９４．７ １．４ ９８．６ ０．４ ９５．２ ３．７ １０８．４ ０．５ １１０．４ △１．３

２５年 １月 １００．６ ４．２ ９４．１ △０．６ １０３．０ ４．５ ９６．３ １．２ １０７．９ △０．５ １０８．６ △１．６
２月 １０２．５ １．９ ９４．９ ０．９ １０３．１ ０．１ ９８．０ １．８ １０８．６ ０．６ １０７．３ △１．２
３月 ９９．２ △３．２ ９５．０ ０．１ １００．９ △２．１ ９７．２ △０．８ １０５．８ △２．６ １０６．６ △０．７
４月 ９９．３ ０．１ ９５．９ ０．９ １０１．２ ０．３ ９５．８ △１．４ １０３．２ △２．５ １０７．４ ０．８
５月 １０１．７ ２．４ ９７．７ １．９ １０１．８ ０．６ ９６．８ １．０ １０２．４ △０．８ １０７．０ △０．４
６月 ９９．８ △１．９ ９４．７ △３．１ ９７．７ △４．０ ９３．７ △３．２ １０７．１ ４．６ １０７．０ ０．０
７月 r１００．９ １．１ r ９７．９ ３．４ r１０１．２ ３．６ r ９５．６ ２．０ １０４．６ △２．３ r１０８．７ １．６
８月 p１００．０ △０．９ p９７．２ △０．７ p９９．６ △１．６ p９６．０ ０．４ p１０６．６ １．９ p１０８．６ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年４～６月 ２３０，４０１△０．１ ４７，１０１△０．７ ４８，８７１ △１．８ １５，５２９ △１．２ １８１，５３０ ０．４ ３１，５７２ △０．５
７～９月 ２２９，５０９△０．５ ４７，３９１△１．６ ４９，８６５ △２．５ １５，４４７ △２．６ １７９，６４４ ０．１ ３１，９４４ △１．１
１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７

２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △１．５
４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８２ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７９０ ０．７

２４年 ８月 ７７，３７０ ０．２ １５，５６８△０．０ １５，４８９ △０．６ ４，５４５ △１．８ ６１，８８１ ０．４ １１，０２３ ０．７
９月 ７１，６６７ ０．８ １４，７００△０．２ １５，５４５ △３．３ ４，６９３ △０．８ ５６，１２２ ２．０ １０，００７ ０．１
１０月 ７７，３８１△０．０ １５，６７２△２．４ １７，７４８ ０．４ ５，３４９ △３．０ ５９，６３３ △０．２ １０，３２３ △２．１
１１月 ７８，０１２ ０．６ １６，６３０ １．６ １７，９０９ △０．２ ５，９８５ １．６ ６０，１０３ ０．９ １０，６４５ １．６
１２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３

２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２△２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９
２月 ６９，３１７△１．９ １４，２３９△２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８△１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．９ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 r ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ r ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 p ７８，９０７ ２．０ p １５，８２２ ０．９ p １５，６８４ １．３ p ４，６５３ ２．４ p ６３，２２２ ２．２ p １１，１６９ ０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２０８／本文　※柱に注意！／０２６～０２９　主要経済指標  2013.10.18 18.07.08  Page 26 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年４～６月 １２０，９６９ ４．４ ２３，３３６ ５．８ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７
７～９月 １３４，４５６ ２．８ ２５，２５１ ２．２ ９９．８ △０．４ ９９．４ △０．４ ７８．６２ ８，８７０
１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５

２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８
４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △０．３ ９８．７４ １３，６７７

２４年 ８月 ４６，１４４ １．９ ８，６７２ ３．１ ９９．６ △０．６ ９９．４ △０．４ ７８．６６ ８，８４０
９月 ４２，８３１ ５．３ ７，９７５ ２．７ １００．０ ０．０ ９９．６ △０．３ ７８．１７ ８，８７０
１０月 ４２，３８２ ３．３ ８，０５７ ２．２ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．４ ７８．９７ ８，９２８
１１月 ４０，３９５ ２．６ ７，７４１ １．９ ９９．６ △０．１ ９９．２ △０．２ ８０．８７ ９，４４６
１２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５

２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９
２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １００．９ １．２ １００．０ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．０ １．４ １００．３ ０．９ ９７．８７ １３，３８９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０
７～９月 ４５，７８７ １１．９ １３，１０３ ４．９ １８，２８９ ５．８ １４，３９５ ２９．３ １，１３８，７６６ １６．４
１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８

２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２
４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５

２４年 ８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６
９月 １４，６２０ △３．２ ４，４４４ △１０．５ ５，８３３ △１．０ ４，３４３ ２．３ ３７７，７３７ △３．７
１０月 １２，３０６ ０．７ ３，１２２ △１６．９ ５，０７３ ７．０ ４，１１１ １０．５ ２９９，３３４ △６．７
１１月 １２，６０３ ６．７ ３，４２４ △７．６ ４，９４５ １３．６ ４，２３４ １２．６ ３２４，４２２ ０．２
１２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０

２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４
２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１１月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７
７～９月 １０，０９４ １５．６ ２，２７１ △１．１ ２７２，８０４ １５．１ ３５，２９２ １３．３ ２２，０５８ △４．６
１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８

２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６
４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４

２４年 ８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △６．１
９月 ３，３００ ３８．１ ７４２ １５．５ ６８，１２５ △８．０ １１，７７５ △１．９ ８，９５６ △７．８
１０月 ４，３０３ ３１．２ ８４３ ２５．２ ６０，８０７ １０．０ １３，７２１ ２８．２ ６，２３３ １．２
１１月 ３，５１７ １．５ ８０１ １０．３ ２９，２４５ △２９．１ ８，９７２ ６．２ ６，６３０ ０．３
１２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４

２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７
２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５８８ △５．７ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７６８ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，６９８ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年４～６月 ２，６８６ ２４．０ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６
７～９月 ３，６７７ ５．０ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．３ １０８ ３．８ ２，９２４ △５．９
１０～１２月 ２，８２５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９

２５年１～３月 ２，５１０ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７
４～６月 ２，８５１ ６．１ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１

２４年 ８月 １，３８６ ６．８ ０．５６ ０．７３ ５．０ ４．２ ４１ △２．４ ９６７ △５．７
９月 １，１６７ ２．９ ０．６０ ０．７６ ↓ ４．２ ３４ ２１．４ ９３１ △６．９
１０月 １，０６９ ５．４ ０．６１ ０．７７ ↑ ４．１ ３４ ９．７ １，０３５ ６．０
１１月 ８６４ ８．６ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ３１ △１８．４ ９６４ △１１．９
１２月 ８９２ ５．８ ０．６１ ０．７９ ↓ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７

２５年 １月 ７７６ １．６ ０．６１ ０．８１ ↑ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１
２月 ８２２ ４．１ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９１２ １．９ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 ７８５ ４．３ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９８８ ７．６ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．２ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８５ ５．４ ０．７０ ０．８０ － ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４３１ ３．３ ０．７４ ０．８４ － ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１３年１１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，８０６ ７．３ ６３９，４０５ △２．１ １，６９８，１８５ ３．８ ７２１，１３９ ３．４

２４年４～６月 ９５，９３０ ３．７ １６４，４３６ ４．８ ３７３，００６ △０．０ １７８，１３９ ５．０
７～９月 ９１，６３２ △５．８ １５７，１４５ △８．２ ３８１，８１７ ２．３ １７５，７９７ ０．３
１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５

２５年１～３月 １１０，３２６ １８．２ １６３，５２７ １．２ ５１０，３８８ ９．４ １９１，３１６ ８．０
４～６月 １１０，８３４ １５．５ １７６，０４４ ７．１ r ４３４，３９６ １６．５ １９６，６９１ １０．４

２４年 ８月 ３１，９１５ ０．８ ５０，４４４ △５．８ １３９，９８４ ５．２ ５８，１２８ △５．２
９月 ２６，１２６ △２５．７ ５３，５７９ △１０．３ １２７，５７１ ６．３ ５９，２６１ ４．２
１０月 ３９，９２５ ３１．６ ５１，４８０ △６．５ １４９，１７０ １２．７ ５７，０４２ △１．５
１１月 ３１，８０１ △１．３ ４９，８３２ △４．１ １３５，１５８ △７．７ ５９，４０２ ０．９
１２月 ３２，１９０ １１．９ ５２，９８５ △５．８ １４８，６４７ ２．８ ５９，４４３ １．９

２５年 １月 ３３，５２９ １８．５ ４７，９８６ ６．３ １８３，８１１ １９．２ ６４，３２１ ７．１
２月 ２９，２４１ １．５ ５２，８３１ △２．９ １６１，８８３ ４．２ ６０，６４５ １２．０
３月 ４７，５５６ ３１．１ ６２，７１０ １．１ １６４，６９４ ５．０ ６６，３７９ ５．６
４月 ３８，９３４ ０．５ ５７，７６６ ３．８ １６７，０１９ １１．９ ６６，６１５ ９．５
５月 ３３，８９２ ２２．３ ５７，６６７ １０．１ １５２，２８０ ２７．８ ６７，６４８ １０．１
６月 ３８，００８ ２８．９ ６０，６１０ ７．４ r １１５，０９７ １０．０ ６２，４２８ １１．８
７月 ３６，６０８ ９．０ ５９，６０５ １２．２ r １３２，５９７ １６．０ r ６９，９００ １９．７
８月 p ３６，４５５ １４．２ ５７，８２９ １４．６ p１６５，９７３ １８．６ p ６７，４５８ １６．０

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

２４年４～６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７～９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５

２４年 ８月 １３８，７５４ １．８ ６，０１４，５３８ ２．０ ９１，３１７ ０．５ ４，１２２，５５８ １．４
９月 １４０，１９９ ２．０ ６，０８７，７５４ ２．６ ９３，４７４ １．２ ４，１８３，５３５ １．５
１０月 １３９，０１０ ２．１ ６，０２３，５７４ ２．１ ９２，３１２ ０．９ ４，１４４，２７３ １．３
１１月 １３８，８０１ １．４ ６，０５２，９６８ １．７ ９１，７７４ ０．６ ４，１５３，２９０ １．５
１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９

２５年 １月 １３８，９３６ １．８ ６，０９６，６７２ ２．４ ９１，４４８ △０．３ ４，１９２，１９１ ２．２
２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △０．３ ４，２０２，６８６ ２．３
３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４月 １４１，８２２ １．１ ６，２９２，６７８ ３．８ ９２，１８９ △１．１ ４，２１９，８１４ ２．３
５月 １４１，５０２ １．６ ６，３１５，５１９ ４．１ ９１，１３５ △０．９ ４，２２３，０４２ ２．７
６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７月 １４１，４５０ ２．１ ６，２８０，８７５ ４．２ ９０，８４０ △０．５ ４，２３８，６６２ ２．８
８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１３年１１月号
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成25年7～9月期実績、平成25年10～12月期見通し） 

●具体化してきた債権法改正の動向～「契約について」その1 

●高速鉄道がもたらすビジネスチャンス拡大 
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